






双日株式会社は、2003年に、日商岩井株式会社とニチメン株式会社が統合
して誕生した総合商社です。 

日商岩井、ニチメンともに、100年を超える歴史を持つ会社ということが 
お分かりいただけると思います。 



当社グループの企業理念は、「双日グループは、誠実な心で世界を結び、新た
な価値と豊かな未来を創造します」です。 

この企業理念の実現に向けて、2014年に行動指針を策定しました。“信頼”、
“創意工夫”、“スピード”、“挑戦”、“強固な意志でやり遂げる”ということを、グル
ープ全体に浸透させていっています。 



当社は、総合商社として多くの国・地域でさまざまな事業を行っています。 

双日グループの売上や利益の７割から８割は海外の事業から得られたものです
。約50か国で事業を展開しており、世界各地に90の拠点と400社を超えるグ
ループ会社を擁しています。 

また、従業員数は、単体で約2,300名、連結では15,000名強を数えます。 



2015年度、「中期経営計画2017~Challenge for Growth~」スタートに
あたって、従来の機械部門、エネルギー・金属部門、化学部門、生活産業部
門という４部門から９本部制に移行しました。 

これは、当社の事業活動、収益の基盤、リスク、中計の進捗具合といったことを
、外部の皆さまからより見えやすくする目的があります。また、社長と本部長が直
接に会話することで意志決定のスピードを上げることも本部制の狙いです。 

 

自動車本部について 

完成車の輸出、自動車の組み立て製造、輸入代理店、ディーラー事業、その
他自動車部品等取引を行っています。 



航空産業・情報本部について 

長年にわたるボーイング社、ボンバルディア社の代理店事業で培った知見をいか
し、アジアの経済成長に伴う旅客増が見込まれるなかで、空港運営事業、航空
機整備、部品販売事業などにも業容を拡大していっています。 

 

環境・産業インフラ本部について 

安定して収益を得ることができる発電事業、また、太陽光発電をはじめとした再
生可能エネルギー事業に国内外で取り組んでいます。 

また、インドにおいて同国の建設会社とコンソーシアムを組み、大規模な貨物専
用鉄道の建設を進めています。 



エネルギー本部について 

1970年代よりLNGの開発に取り組み、グループ会社を通じて参画するインドネ
シアのLNGプロジェクトをはじめ、日本へのエネルギーの安定供給に貢献していま
す。 

 

石炭・金属本部について 

当社の石炭事業は60年以上の歴史を持ち、良質の石炭を見極める目利き力
とネットワークを有しています。オーストラリア、インドネシア、ロシア、モンゴルで産
出された石炭をインド、韓国、日本などに供給しており、年間の取扱量は
2,300万トンに上ります。 



化学本部について 

プラスチック原料、合成樹脂、化学品全般、レアアースなどを取り扱うほか、メタノ
ール製造工場の運営や、工業塩権益を保有しての工業塩生産・販売事業も
行っています。 

化学品事業は商社のなかでもトップを狙える位置であり、市況が変動しても一
定収益を上げることができる分野でもあります。 

 

食料・アグリビジネス本部について 

肥料製造販売会社の会社をタイに、フィリピン、ベトナムで運営し、高度化成肥
料の供給を通じてアジア農業近代化に貢献しています。 

国内では、長崎県鷹島でのマグロ養殖事業を、千葉県では野菜生産事業も
行っています。 



生活資材本部について 

原木の取り扱いでは日本では有数の地位です。また、早くからベトナムにおいて
植林事業を開始し、製紙用木材チップを製造しています。 

繊維事業では、アパレル会社様への提案型営業も行っています。 

 

リテール事業本部について 

「リテール」は「小売」という意味で、小売に近い事業を行っています。 

成長が見込まれるアジアでは、食品の卸・物流事業を行い物流事業を展開し、
コンビニエンス事業にも参画しました。 

また、ショッピングモール等の商業施設の開発・運営も行っています。 

さらに、インドネシア、ベトナム、インドにおいて工業団地の開発・運営を行い、新
興国の工業化に貢献しています。 



2007年までは順調に利益を伸ばしていましたが、2008年のリーマンショックの
後、4年間は業績が低迷しました。 

この4年間で、リスクの洗い出しとリスク管理体制の見直しを行いました。 
営業のすぐそばにコントローラー室というリスク管理を行う部署を設置。また、リス
クをマネージできない資産を売却し、リスクをマネージできる事業に投資するなど、
資産の入替えを進めました。 

その結果、2013年3月期からの「中期経営計画2014」期間からは、順調に業
績を拡大させてきています。 



当社は、収益拡大とともに財務基盤強化に努めてきました。 

2015年3月期、自己資本は過去最高の約5,500億、総資産約2兆1,000
億円に対して自己資本比率は24％前後です。 

また、簡単にいうと借金を示すネット有利子負債は、2004年3月期の約1兆
5,000億円から、2015年3月期では約6,300億円と半分以下に減らし、ネッ
トDERは4.9倍から1.1倍となるなど、財務基盤を強固なものにしてきました。 



増益傾向を保ち、財務基盤をきょうかしてきたなかで、当社は、今年4月に新し
い3カ年計画である「中期経営計画2017」をスタートしました。 

この「中期経営計画2017」では、双日が、成長に向けて軸足を移し、ダイナミッ
クに成長していく方針を掲げています。 

「中期経営計画2017」の概要をご紹介する映像をご覧ください。 



｢中期経営計画2017｣では、６つの定量目標を掲げました。 

最終年度2018年3月期の当期純利益目標は600億円以上。これは、2015
年3月期の331億円に対して約2倍です。 

ROA2%以上、ROE8%以上の早期達成も目標としています。 

財務の健全性を示すネットDERは、株価・為替などの変動が起こったとしても
1.5倍以下でマネージしていきます。 

3か年の投融資計画は、前中計期間の投融資実績1,550億円に対し、約2
倍の3,000億円です。安定的な収益が見込める事業、当社の知見やノウハウ
がいきる事業、将来の成長を取り込んでいく事業などに投融資をおこなっていき
ます。 

配当性向は25％程度を基本とします。 



「中期経営計画2017」初年度である2016年3月期の当期純利益目標は、
前年度比で約20％増益の400億円です。 

11月に発表した第2四半期決算では、当期純利益206億円、進捗率52％と
いう結果となりました。 

中国の成長鈍化、市況の低迷など足元の事業環境は厳しいですが、引き続き
目標達成に向けて努力していきます。 



財務基盤の強化とあわせて、株主さまへの配当も増やしきました。 

前中計期間中の配当性向20％程度でしたが、「中期経営計画2017」期間
中は25%程度が基本と考えています。 

配当金額は、3円（2013年3月期）、4円（2014年3月期）、6円（
2015年3月期）、そして本年度は、中間配当は4円で決定、期末配当は4
円を予定しており、年間配当8円となる予定です。 





日本で食用として使われる塩は全体の10％程度にすぎず、塩のほとんどが工業
用に使われています。 

工業塩を用いて生産される苛性ソーダや塩素といった素材は、さまざまな産業に
欠かすことができません。たとえば、苛性ソーダはティッシュペーパー、アルミホイル、
合成繊維などを製造する際に、塩素はプールの殺菌剤、接着剤、塩化ビニール
などに使用されています。 



当社の取り扱う工業塩の生産地のひとつがインド西部、東京都の10倍以上の
広さのカッチ湿地帯です。 

カッチ湿地帯の塩分濃度は15％と、一般的な海水の約3％と比較して高く、通
常2年以上かかる塩の製造を約1年で行うことができるという生産効率の良さが
強みです。 

当社は、事業パートナーとして現地の Archean Chemical Industry社に出
資し、工業塩事業を行っています。 

インドで生産した塩は、東南アジア、中国を始めとした極東アジアなどに供給して
おり、競合するオーストラリアやメキシコ産の塩と比較して物流コストを抑えること
ができるという地理的な優位性もあります。 

最大の消費地である中国では、沿岸部の開発が進むことによって塩田が減少し
ており、今後、塩の輸入量増加が見込まれています。 



工業塩の世界的な需要は毎年約3%ずつ伸びています。 

当社の工業塩生産能力は、300万トン、将来的には700万トン規模へと拡大
していきたいと考えています。 



当社は1997年より、ショッピングモールやショッピングセンターといった商業施設の
開発、建設、運営事業を手掛け、知見を蓄積してきました。 

現在、特に地方の商業施設の再生・価値向上に注力しており、ショッピングセン
ターや駅ビルなど12カ所の商業施設運営を受託しています。 

当社の目指す商業施設の運営は、地域の目線に立ち地域にあった運営を行う
ということです。また、ただ単に“モノを売る”のではなく、“体験していただく”というこ
とを念頭においています。 



最近の受注案件である、香川県高松市の中心部「ことでん瓦町ビル」のリニュー
アル・プロジェクトをご紹介します。 

ことでん（高松琴平電気鉄道株式会社）が保有する駅直結ビル「ことでん瓦
町ビル」より老舗百貨店が退去することをうけて、退去後のリニューアルと運営を
ことでんより委託されたけたものです。 

当社の役割は、リニューアル事業計画の策定から、資金調達のサポート、約
100の新たなテナントの誘致など。 

今年10月に「瓦町フラッグ」と名称を改め、リニューアル・オープンしました。初年
度の年間来客数は500万人以上を想定しています。 



国内で培ってきた商業施設運営ノウハウを活かした当社機能の海外輸出第一
弾、シンガポール、ジャパンフードタウン事業をご紹介します。 

本事業は、シンガポール、オーチャード地区にある伊勢丹に、日本のレストラン街
を再現しようというプロジェクトです。 

日本の食文化拡大のため、クールジャパン機構と民間企業等が事業主体となり
、日本の外食企業の海外進出支援を行うものであり、蕎麦、うどん、ラーメン、カ
レー、とんかつといった日本食レストランが誘致される予定です。 

当社は、出店企業の選定・交渉、開業までの人材支援、食材供給支援、開
業後の施設運営のサポートなどを担います。 

今後、本事業に続き、アジア地域において10店舗ほどの展開を目標にしていま
す。 



当社は、発電所を建設し、運営し、電力を卸売りする独立系発電事業（IPP
事業）を各国で展開しています。 

独立系発電事業の魅力は、“安定的に収益を上げられること”です。 

電力を買ってもらう相手は、国や電力公社であることが多く、売電契約の期間も
20年などの長期間となります。 



当社の発電事業における強みは開発能力とファイナンス組成能力です。 

中東やアジアでの大型IPP案件での開発実績が多数あり、当社のファイナンス
組成能力は、事業パートナーとなる海外の電力事業会社などからも高く評価さ
れています。 

当社の開発能力と海外ネットワークをいかし、日本の電力会社とも組み、中東、
アジア、中南米、アフリカなどで発電事業を展開する予定です。 





当社は、再生可能エネルギー事業を国内外で展開しています。 

海外では欧州、中南米にて太陽光発電事業に取り組んでいます。 

また国内では、8カ所で太陽光発電事業を手掛けており、すでに３カ所で発電
を開始しています。 

今後は、太陽光発電を中核に、風力や地熱発電にも注力していく予定です。 



米国で展開しているBMWディーラー事業を紹介しています。 

当社が1987年に経営権を取得したカリフォルニア州のBMWのディーラー、ウェザ
ーフォード・モーズ社は、以降27年間赤字になったことが無いという優良な事業
です。 

米国の自動車ディーラー事業は安定した収益をもたらします。 

ディーラー事業の収益の源は、新車販売だけでなく、お客様と長期的な関係を
築いての、サービス、部品供給、中古車販売。 

米国では車の修理工場は日本ほど多くはなく、特にBMWといったプレミアムブラ
ンド車は、何かあればディーラーショップに来ていただけるため、お客様とディーラと
の関係が時には何代にもわたって続くこともあります。 



さらに、昨年インポート・モーターズ社、今年ミルヴァレー・モーターズ社と、新たに
サンフランシスコのBMWディーラー2社の経営権を取得し、現在は3拠点で
BMWディーラー事業を展開しています。 

３拠点合計の販売台数は約8,000から9,000台となっています。 



今年、ブラジル、サンタカタリナ州のBMWディーラー、トップカー・ヴィクロス社の経
営権を取得しました。 

ブラジルでは、自動車の総販売台数自体は減少していますが、プレミアムブラン
ド車の販売台数が徐々に伸びてきています。 

新興国自動車市場の特徴として、米国とは異なり、サービスや部品供給といっ
たアフターセールスで利益を上げることが難しいということがあります。 

そこで、BMW米州本社が、当社の米国におけるディーラー運営実績を高く評価
し、今回のトップカー・ヴィクロス社の買収につながりました。 

今年BMWの生産拠点が立ち上がったサンタカタリナ州は、サンタカタリナ州はサ
ンパウロの南にあり、また経済的に豊かな州です。 

当社は、米国で培った知見をいかし、南米でもディーラー運営事業を展開してい
きます。 
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